
申請者氏名

□ □ 交付申請書兼実績報告書（様式第１号）

□ ① 被災世帯の世帯主と同一 □ 罹災証明書の写し

□ ② 被災世帯の世帯主以外の世帯員 □
罹災証明書に記載されている被災住所に居住し
ていたことを証する書類（前住所等の分かる書
類）

□ 罹災証明書の写し

□
市町村作成の「住家の被害程度について（補
足）」

□ 罹災証明書の写し

□ 解体を証明する書類の写し

□ ③
被災者生活再建支援法に基づく【長期避
難世帯の認定】を受けた者 □

長期避難世帯に該当する旨を証明する書類の写
し

□ 住民票

※再建した住宅に入居する世帯全員のもの

□ 金銭消費貸借契約書の写し

※書面上、住宅を再建（新築・購入・改修）するために
借入れたことが確認できるもの

□ 抵当権設定契約書の写し

※抵当権設定契約書がない場合は、建物の完成日
が確認できる工事請負契約書等

□ 返済予定表の写し

□ □ 委任状（様式第４号）

□ 振込先の確認書類 □ 通帳の写し

６　申請者と金融機関等から融資を受けた者（「借受人」）が異なる場合

□ ①
罹災証明書で【全壊】、【大規模半壊】又
は【中規模半壊】の判定を受けた者

補助金の受領に関する一切の権限を委任され
ているか

２　申請者と被災世帯との関係

７　補助金の振込先が確認できるもの

福岡県被災者住宅再建支援事業補助金【提出書類チェックリスト】

４　再建した住宅に既に転居は済んでいますか

□
住宅再建のために融資を受けたものであり、既
に建設済である

５　金融機関等から融資を受けた目的が住宅を再建するものですか

□ 転居済である

１　申請時に必要な書類を作成していますか

作成している

②
罹災証明書で【半壊】の判定を受け、その
住宅を解体した者

３　対象区分は、次の①～③のいずれかに該当しますか

□

※経過措置（令和２年７月豪雨災害）
罹災証明書で【半壊】の判定を受けたうち、中規規模半壊の
判定を受けた場合



申請者氏名

（福岡県被災者住宅再建支援事業補助金交付申請書兼実績報告書（様式第１号））

対象項目

□

（被災世帯の世帯主以外の世帯員の場合）

□

押印 □ 押印されているか（署名の場合は不要）

□

□ これまでに当該住所での申請が行われていないか

住宅の被害状況 □

□

□

融資を受けた者 □

□

（申請者と金融機関等から融資を受けた者が異なる場合）

□

□

□

□

融資額及び返済期間等 □

□

□ 金額の修正をしていないか（訂正印による修正も不可）

振込先 □

全体 □

添付資料（通帳の写し）の内容と相違ないか

フリクションボールペン（消せるボールペン）等での記載不可

融資を受けた金融機関等名

金銭消費貸借契約書に記載されている金融機関名と相違ないか

※住宅金融支援機構の場合、旧名称「住宅金融公庫」等の記載間違いに留意
すること

金銭消費貸借契約書に記載されている内容と相違ないか

補助金交付申請額（補助額）

「補助金交付申請額計算シート」で算定した額が記載されているか

罹災証明書等に記載されている被害状況と一致しているか

再建先の住所

住民票に記載されている住所と一致しているか

申請者が再建先の住民票に記載されているか

金銭消費貸借契約書に記載されている借受人と相違ないか

申請者と金融機関等から
融資を受けた者との関係

申請者と融資を受けた者が同一

「申請者以外の者が融資を受けた理由」が妥当なものになっているか

委任状（第４号）が提出されているか

振込先が「金融機関等から融資を受けた者」の情報となっている
か

※申請者と金融機関等から融資を受けた者が異なる場合には、委
任状を併せて提出することで、金融機関等から融資を受けた者に
限り振り込むことができるため。

被災時の住所

罹災証明書に記載されている住所と一致しているか

福岡県被災者住宅再建支援事業補助金【記載内容チェックリスト】

チェック内容

申請者

世帯主が申請者となっているか

罹災証明書に記載されている被災住所に居住していた世帯員か
（前住所等の分かる書類で確認）


